
1/8  

公立大学法人九州歯科大学会計規程施行細則 

平成18年４月１日 

法人規則第９号 

  

改正 平成19年６月21日法人規則第12号 

令和２年４月１日法人規則第15号 

平成20年３月21日法人規則第14号 

令和２年12月16日法人規則第41号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、公立大学法人九州歯科大学会計規程（平成18年法人規程第39号。以下「会計規

程」という。）及び別に定めるもののほか、公立大学法人九州歯科大学（以下「法人」という。）

における財務及び会計事務の取扱いについて必要な事項を定め、もって財務及び会計事務の適正な

取扱いを期することを目的とする。 

（事務の分掌） 

第２条 理事長は、会計規程第４条第２項の規定により、財務及び会計事務の重要度に応じて別表第

１に定める職員に事務を処理させるものとする。 

２ 会計規程第６条第１項に規定する会計責任者は、会計規程第６条第３項の規定により、会計事務

の重要度に応じて別表第１に定める職員に事務を処理させるものとする。 

３ 会計規程第８条第１項に規定する予算責任者は、会計規程第８条第３項の規定により、予算事務

の重要度に応じて別表第１に定める職員に事務を処理させるものとする。 

４ 会計規程第11条第１項に規定する出納役は、会計規程第11条第３項の規定により、出納事務の重

要度に応じて別表第２に定める職員に事務を処理させるものとする。 

（会計責任者等に事故があるとき） 

第３条 会計規程第６条第４項、第８条第４項及び本規則第10条第３項に規定する事故があるときと

は、次のいずれかに該当するときをいう。 

(１) 欠員となったとき。 

(２) 休職を命ぜられ、又は停職の処分を受けたとき。 

(３) 出張その他の事情により、その職務を行うことができないと認められるとき。 

（事務の引継ぎ） 

第４条 会計責任者が交代したときは、会計事務の引継ぎを行い、引継書を作成し、理事長に提出し

なければならない。 

（勘定科目） 

第５条 会計規程第40条に規定する勘定科目は、別表第３のとおりとする。 

（帳簿の種類） 

第６条 会計規程第41条に規定する帳簿の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 総勘定元帳 

(２) 合計残高試算表 

(３) 予算差引簿 

(４) 補助元帳 

ア 現金出納帳 

イ 預金出納帳 

ウ 固定資産管理台帳 

エ 小口現金出納帳 

オ その他必要と認められる勘定の内訳簿 

２ 前項の規定により作成することとされている帳票等は、当該帳票等に記載すべき事項を記録した

電磁的記録の作成をもって、当該帳票等の作成に代えることができる。この場合において、当該電

磁的記録は、当該帳票等とみなす。 

３ 前項の規定により帳票等が電磁的記録で作成されている場合は、記名押印に代えて氏名又は名称

を明らかにする措置であって理事長が定める措置を執らなければならない。 

４ この規則の規定による帳票等の提出若しくは送付又は帳票等による通知については、当該帳票等

が電磁的記録で作成されている場合には、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって理事長が定めるものをいう。次項において同じ。）をもっ
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て行うことができる。 

５ 前項の規定により帳票等の提出若しくは送付又は帳票等による通知が電磁的方法によって行われ

たときは、当該帳票等の提出を受けるべき者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がされた時に当該提出を受けるべき者に到達したものとみなす。 

（伝票の種類及び作成） 

第７条 会計規程第41条に規定する伝票は、会計伝票とする。 

２ 前項の伝票は、その事実を証明する適正な関係書類に基づき、作成しなければならない。 

（伝票の証拠書類） 

第８条 伝票の証拠書類は、次に掲げるもの又はこれらに類するものとする。 

(１) 契約関係書類 

(２) 納品書 

(３) 請求書 

(４) 収納関係書類 

（帳簿等の保存期間） 

第９条 帳簿、伝票及び会計関係書類の保存期間は、次のとおりとする。 

(１) 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条に規定する財務諸表等 永年 

(２) 帳簿 10年 

(３) 伝票及び証拠書類 ７年 

(４) その他会計関係書類 ７年 

（出納役） 

第10条 出納役は、経営管理部長をもって充てる。 

２ 出納役は、会計規程第５条に規定する会計単位における金銭の収納、支払及び振替について権限

及び責任を有する。 

３ 出納役に事故があるときは、理事長が命じた者がその業務を代理する。 

（出納役の交替） 

第11条 出納役が交替したときは、前任者は、速やかに後任者に事務の引継ぎを行わなければならな

い。 

２ 前項の事務の引継ぎを行う場合には、前任者は、金銭、帳簿、証拠書類その他の引継物件につい

て引継書を作成し、後任者に引き継がなければならない。この場合において、帳簿の残高と現金現

在高及び金融機関等の残高証明書の照合を行わなければならない。 

（収納担当者） 

第12条 出納役は、現金の収納事務について収納担当者を置き、財務を担当する課長を充てる。 

（預金口座の開設等） 

第13条 出納役は、金融機関等に預金口座の開設又は廃止をしようとする場合は、理事長の承認を受

けて、その手続を行わなければならない。 

２ 預金口座の開設は、理事長の名義をもって行わなければならない。ただし、研究費を管理するた

めの預金口座の開設は、法人名を必ず明記したうえで、原則として当該教員の名義で行うものとす

る。 

（現金及び預金通帳等の保管） 

第14条 出納役は、現金、預金通帳、貯金通帳、信託証書、預り証書、その他これらに準じる証書及

び銀行等に登録した印鑑を厳重に保管しなければならない。但し、研究費に関する現金、預金通帳

及び銀行等に登録した印鑑については、当該教員が厳重に保管しなければならない。 

（手許現金等） 

第15条 出納役は、業務上必要と認めたときは、会計規程第13条ただし書きに規定する業務上必要な

場合で手許に保有できる現金を収納担当者に交付することができる。 

２ 前項に規定する現金及び預金は、次の各号のとおりとする。 

(１) 常時小口の現金払いを必要とする場合の小口現金 

(２) 窓口収納業務において、釣り銭を必要とする場合の釣り銭資金 

３ 前項の規定により、保有できる限度額は次の各号による。 

(１) 小口現金 10万円 
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(２) 釣り銭資金 30万円 

４ 第２項の取扱いについては、別に定める。 

（収納） 

第16条 この規則において「収納」とは、法人の教育研究活動等によって得られる授業料、手数料、

寄附金及び補助金のほか法人が認めた経費の金銭による収納をいう。 

２ 会計責任者は、前項の規定により、収入金を徴収しようとするときは、収入決議書、会計伝票及

び契約書等、その他関係書類に基づいて、当該収入が法令、会計規程等または契約の趣旨に反して

いないか、収納額の誤りがないか、当該収入の所属事業年度、勘定科目等に誤りがないか、当該収

入の納入者、納入期限及び振込口座が適正であるか等を調査し、調査の結果適正であると認めたと

きは、直ちに収入を決定しなければならない。 

３ 前項に掲げる以外の収入で納入の請求前に納付された収入金があることを知ったときは、前項の

規定による調査及び決定をしなければならない。 

４ 会計責任者は、収入の調査及び決定した後において、当該調査及び決定した金額について、漏れ

その他誤謬等の理由により金額を変更しなければならないときは、直ちにその変更事由に基づく増

加額又は減少額に相当する金額について収入を決定しなければならない。 

５ 理事長は、収納事務の処理に当たり、必要があると認める場合は、その事務の一部を職員以外の

者に委託して処理させることができる。 

６ 理事長は、前項の規定により事務を委託するときは、当該事務の範囲その他事務の処理に当たり

必要な事項を記載した契約書を作成しなければならない。 

７ 理事長は、前２項の規定により、職員以外の者に委託して事務を行わせた場合においては、当該

事務の結果を検査しなければならない。 

８ 収納担当者が現金収納したものについては、現金収納の日又はその翌日（当該翌日が日曜日若し

くは土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日又は１月２日、同月

３日若しくは12月29日から12月31日に当たるときは、これらの日の翌日を当該翌日とみなす。以下

この条において同じ。）に、金融機関等に預け入れなければならない。ただし、会計責任者が特に

認めたものについては、一定期間手許に保管することができる。 

（請求書の発行） 

第17条 理事長は、債務者に対して債務の履行を請求しようとするときは、法人所定の請求書を発行

しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、会計責任者が特に必要と認めた場合には、前項以外の請求書を使用す

ることができる。 

３ 請求書に記載する納付期限は、契約書その他規程等により別に定める場合を除き、請求書を発行

した日から30日以内の任意の日とする。ただし、債務者が遠隔地に居住する等会計責任者が特に必

要と認めた場合には、相当の日数を加算した日とすることができる。 

（収納金銭の照合） 

第18条 金銭の収納に当たっては、法人の規程等で定めた料金又は証拠書類の金額と収納金額を照合

しなければならない。 

（収納の基準） 

第19条 法人の収納は、契約書その他規程等により別に定める場合を除き、原則として前納による。

ただし、会計責任者が業務上必要と認めた場合には、後納によることができる。 

（領収書の発行） 

第20条 金銭の収納に対して、収納担当者が領収書を発行する場合には、法人所定の領収書用紙を使

用しなければならない。 

２ 領収書を発行するときは、収納担当者の領収印を押印しなければならない。 

（領収書用紙の管理） 

第21条 法人における領収書用紙は、出納役が総括して管理を行うものとする。 

２ 収納担当者及び収納を命ぜられた職員は、領収書用紙を使用するときは、一年度ごとに連続番号

を付さなければならない。 

３ 出納役及び収納担当者は、領収書用紙を受払簿により厳重に管理しなければならない。 

４ 出納役及び収納担当者は、歳入の誤納又は過誤となった金額（以下「過誤納金」という。）があ
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るときは、速やかに返金しなければならない。ただし、過誤納金の額が１万円以上の場合は、事前

に会計責任者の承認を得なければならない。 

（支払） 

第22条 この規則において「支払」とは、法人が教育研究活動等のために必要と認めた経費の金銭に

よる支払をいう。 

２ 会計責任者は、前項の規定により、支出金の支払をしようとするときは、支払一覧表及び請求書

等に基づいて、当該請求が正当であるか、当該支出が予算の範囲内であるか、所属事業年度に誤り

がないか、支出金額の算定に誤りがないか等を調査し、適正であると認めたときは、支払の決定を

しなければならない。 

３ 理事長は、支払事務の処理に当たり、必要があると認める場合は、その事務の一部を職員以外の

者に委託して処理させることができる。 

４ 理事長は、前項の規定により事務を委託するときは、当該事務の範囲その他事務の処理に当たり

必要な事項を記載した契約書を作成しなければならない。 

５ 理事長は、前２項の規定により、職員以外の者に委託して事務を行わせた場合においては、当該

事務の結果を検査しなければならない。 

（支払期日） 

第23条 支払期日については、次に掲げるものを除くほか、原則として月末締めの翌月末までとする。 

(１) 給与 

(２) 旅費及び謝金 

(３) 支払期限のある公共料金、外国送金等 

(４) 契約において定めのあるもの 

(５) 会計責任者が支払うことがやむを得ないと認めたもの 

（前払い） 

第24条 会計責任者は、会計規程第21条の規定により、経費の性質上必要があるときは、次の各号に

掲げる経費について、前払いをすることができる。 

(１) 定期刊行物の代価及び日本放送協会に支払う受信料 

(２) 土地及び家屋の借料 

(３) 運賃 

(４) 保険料 

(５) 官公署に対して支払う経費 

(６) 外国で研究又は調査に従事する者に支給する学資金 

(７) 委託費 

(８) 諸謝金 

(９) 前各号に掲げるもののほか、会計責任者が特に必要と認める経費 

（仮払い） 

第25条 会計規程第21条に規定する仮払いができる場合は、次のとおりとする。 

(１) 官公署に対して仮払いが必要な経費 

(２) 経費の性質上、一定の場所において速やかに現金の支出をしなければならない経費 

(３) 旅費 

(４) 研究費 

(５) 訴訟に要する経費 

(６) 出納役が特に必要と認めた経費 

２ 仮払金は、速やかに精算しなければならない。ただし、第１項第４号の精算については、別に定

める。 

３ 出納役は、年度末において仮払金残高のあるものについては、金額、仮払い先、支払日、残存理

由及び今後の処理方法を記載した仮払金残高明細書を作成しなければならない。 

４ 第１項第４号の取扱いについては、別に定める。 

（立替払い） 

第26条 会計規程第22条に規定する立替払いできる経費は、次の各号に掲げる経費とする。 

(１) 科学研究費補助金に関して、内定通知を受領してから補助金が交付されるまでの間に必要な
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経費 

(２) その他業務遂行上必要と認められる場合 

２ 前項第２号の規定により立替払いをするときは、あらかじめ出納役の承認を受けるものとする。 

（返納金の戻入） 

第27条 支払済みとなった支払金の返納金は、その支払った予算に戻入れることができる。ただし、

その返納金が前事業年度以前の支払に係るものである場合には、戻入れた事業年度の雑収入として

受け入れるものとする。 

２ 前項に規定する返納金の戻入れは、振替伝票により行うものとする。 

（残高照合） 

第28条 現金現在高については、毎日出納が終了したときに、現金の手許有高と現金出納簿の残高と

を照合しなければならない。 

２ 預金現在高については、月末及び必要があるときに、銀行預金等の実在高と預金出納簿の残高と

を照合しなければならない。なお、毎事業年度末及び必要があるときは、銀行等から預金残高証明

書を徴し、預金出納簿と照合しなければならない。 

（亡失等の処理） 

第29条 収納担当者は、金銭に過不足を生じたときは、速やかにその事由を調査し、出納役に報告し

なければならない。 

２ 出納役は、前項の規定による報告を受けたときは、会計責任者に報告し、その指示を受けなけれ

ばならない。 

３ 出納役は、金銭又は有価証券について、亡失又はき損が生じたときは、速やかにその事由を調査

し、会計責任者に報告し、その指示を受けなければならない。 

（四半期決算報告） 

第30条 会計規程第37条に規定する書類は、四半期報告書及び次の書類とする。 

(１) 合計残高試算表 

(２) 予算差引簿 

２ 前項の書類は、原則として翌月の15日までに理事長に提出しなければならない。 

（弁償額） 

第31条 会計規程第44条第１項に規定する弁償額は、現金等の亡失等にあっては当該現金又は有価証

券の額とし、それ以外の場合にあっては、業務の責任により生じた額とする。 

（補則） 

第32条 この規則を実施するために必要な事項は、別に定めることができる。 

附 則 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年６月21日法人規則第12号） 

この規則は、平成19年６月21日から施行する。 

附 則（平成20年３月21日法人規則第14号） 

この規則は、平成20年３月21日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日法人規則第15号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年12月16日法人規則第41号） 

この規則は、令和２年12月16日から施行する。 

 

 

別表第１ 

  

 事項 内容 理事長 副理事長 事務局長 部長 課長  

 契約事務 契約伺 ※   1,000万円以上 250万円以上

1,000万円未満 

50万円以上

250万円未満 

50万円未満  

   検査・監督実施        50万円以上  
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者 

             （50万円未

満は担当者）

 

   支出決議（支払

依頼） 

      250万円以上 250万円未満  

 旅費・謝金 支出決議（支払

依頼） 

        全額  

   ※精算含む            

 給与 支出決議（支払

依頼） 

      全額    

   支払証明書         全額  

 収入 収入決議            

   運営費交付

金 

    全額      

   授業料等（学

納金） 

    全額      

   寄附金 全額          

   受託事業 全額          

   診療収入   全額        

   その他     250万円以上 250万円未満    

 資金 長期借入 全額          

   短期借入 中期計画記

載の限度額

を超えると

き 

中期計画記載

の限度額以内

のとき 

       

   運用   全額        

 料金 減免     授業料 授業料以外    

 債権 債権の保全手

続 

  全額        

   債権の放棄 全額          

   債権の変更   全額        

   引当金の設定       全額    

 不動産等 取得 7,000万円以

上（土地の場

合は、7,000

万円以上か

つ20,000平

米以上） 

1,000万円以上

7,000万円未満 

1,000万円未満      

   貸付     一時使用以外 一時使用    

   処分等 重要財産（法

第44条） 

重要財産以外

（1,000万円以

上） 

重要財産以外

（1,000万円未

満） 

     

   寄附受入 全額          

   資産台帳の作

成・保管・整備

    全額      

   登記     全額      

   境界査定・境界

標等の設置 

    全額      
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   滅失き損の報

告の受理 

    全額      

   増減の報告     全額      

 物品 処分等 重要財産（法

第44条） 

  備品（重要財産

を除く） 

管理物品    

   貸付     備品（一時使用

以外） 

備品（一時使

用） 

   

           管理物品（一

時使用以外）

管理物品（一

時使用） 

 

   寄附受入 全額          

   資産台帳の作

成、登録、整備

    全額      

   実査       全額    

   亡失又は損傷

の報告の受理 

      全額    

   増減の報告     全額      

 図書 定期的な検査       全額    

   登録の抹消       全額    

   売り払い及び

廃棄 

    全額      

   重要な財産の

処分等 

全額          

   亡失又は損傷

の報告の受理 

      全額    

 棚卸資産 棚卸資産台帳

の作成 

    全額      

   実地棚卸       全額    

   棚卸資産の評

価 

    全額      

   亡失又は損傷

の報告の受理 

      全額    

 決算業務 報告書関係   財務諸表 税務申告書 月次決算報

告書 

   

       目的積立金積

立額 

     

       事業報告書        

       決算報告書        

※ １ 契約を行う前には契約内容や締結方法等を記載した契約伺を行い、決裁を受けるものとす

る。 

  ２ 当該伺において決裁を受けた事項の範囲内における契約の締結については、改めて決裁を

受けることを要しない。なお、契約書の締結の際は、別途公印押印等のため、文書審査を要

する。 

３ 予定価格が50万円未満のものについては、検収確認と同時に購入内容等について課長の決

裁を受けるものとし、上記１のような契約を行う前の決裁を受けることを要しない。 

    ただし、教員においては、予算責任者から予算の配分を受けた者が直接発注できる契約は、

１件５万円未満の物品購入及び１件10万円未満の役務（修繕等を含む。）の契約とする。 

 

 

別表第２ 
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 権限事項 内容 理事長 副理事長 事務局長 経営管理部長 財務担当課長  

 出納事務 金融機関関係 取引開始          

     口座の開設、廃止         

   請求・入金依頼       全額    

   支払決議       全額    

   資金振替       全額    

   仮払金の承認、

精算確認 

      全額    

   立替払の承認       全額    

   現金出納業務

に関する帳簿

記録の確認 

      全額    

   領収書用紙の

管理 

      全額    

   亡失等の報告       全額    

 預り金 入出金管理         全額  

 小口現金 小口現金設置

の承認 

      全額    

   小口現金出納

業務に関する

帳簿記録の確

認 

      全額    

 

 

別表第３（省略） 


